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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成20年５月30日に提出した第２期（自 平成19年３月１日 至 平成20年２月29日）有価証券報告

書の記載事項の一部に追加すべき事項がありますので、金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基づ

き、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 

２【訂正事項】 

 第一部 企業情報 

 第５ 経理の状況 

  １ 連結財務諸表等 

  (1) 連結財務諸表 

  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

３【訂正箇所】 

  訂正箇所は、以下の内容を４ 会計処理基準に関する事項 (4)重要な引当金の計上基準 ⑥退職給

付引当金（前払年金費用）と、５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項の間に追加いたし

ます。 

 

第一部 【企業情報】 

第５ 【経理の状況】 

 １ 【連結財務諸表等】 

 (1) 【連結財務諸表】 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  ４ 会計処理基準に関する事項 

  (4) 重要な引当金の計上基準 
 

前連結会計年度 当連結会計年度 
(自 平成18年３月１日 (自 平成19年３月１日 項目 
至 平成19年２月28日) 至 平成20年２月29日) 

  ⑦ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づいて算定した期末

要支給額を計上しております。 

 ⑦ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づいて算定した期末

要支給額を計上しております。 

なお、当社は役員退職慰労金制度

を廃止し、退任時に支給することと

しております。 

 (5） 連結財務諸表の作成の基礎となった

連結会社の財務諸表の作成に当たって

採用した重要な外貨建の資産または負

債の本邦通貨への換算の基準 

(5)  連結財務諸表の作成の基礎となった

連結会社の財務諸表の作成に当たって

採用した重要な外貨建の資産または負

債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。 

在外子会社等の資産および負債は、

連結決算日の直物為替相場により円貨

同左 
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に換算し、収益および費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部の為替換算調整勘定および

少数株主持分に含めております。 

 

(6） 重要なリース取引の処理方法 

当社および国内連結子会社は、リース物

件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

(6) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(7)      ―――――― (7) 重要なヘッジ会計の方針 

 ① ヘッジ会計の方法 

   一部の子会社が行っている金利スワ

ップ取引は特例処理の要件を満たして

いるため特例処理によっております。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段・・・金利スワップ 

   ヘッジ対象・・・借入金 

 ③ ヘッジ方針 

   借入金の金利変動リスクを回避する

ために金利スワップ取引を行っており

ます。短期的な売買差益の獲得や投機

を目的とするデリバティブ取引は行わ

ない方針であります。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   特例処理によっているスワップは、

有効性の判定を省略しております。 

 

(8)  その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

   消費税等の会計処理方法 

    当社および国内連結子会社は、消

費税等の会計処理について税抜方式

を採用しております。 

(8)  その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

   消費税等の会計処理方法 

    同左 

 


